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令和元年度における行財政改革実施計画の取組状況報告 

 

土浦市では、令和元年度から令和５年度の５年間を推進期間とした「第６次土浦市行財

政改革大綱」を策定し、それに基づいて改革の取り組みを行っています。 

１ 具体的な取組事項に関する１年間の総括 

  第６次土浦市行財政改革大綱を推進する実施計画には、令和元年度当初の推進項目と

して６６件を掲げております。 

  今後も、持続可能な行財政基盤の確立を目指していくために、その進捗状況や成果を

点検・評価し、問題点や課題点の改善を踏まえた見直し、並びに新たな取組を追加し、

計画の着実な推進を図ります。 

 

（１）実施状況・達成状況について 

 ア 実施状況 

令和元年度の実施状況は、全６６項目の内、「実施」が５９件、「準備・検討」が７

件、「未実施」が０件となりました。 

未実施については事業内容について再度精査し、最適な事業の進め方を検討してま

いります。 

６つの基本方針ごとの令和元年度実施状況は次の表のとおりです。 
 

 （1）市民

との協

働・地域

力の強化 

（2）持続

可能な財

政運営の

確立 

（3）効率

的・効果

的な行政

運営の確

立 

（4）機能

的な組

織・人材

づくり 

(5)適正

な公共施

設マネジ

メントの

推進 

(6)情報

発信・Ｉ

ＣＴ社会

への対応 
合 計 

項目数 １５ １６ １０ １２ ７ ６ ６６ 

実施 １５ １２ ８ １１ ５ ６ ５９ 

準備・検討 ０ ３ １ １ ２ ０ ７ 

未実施 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

〔表中の分類〕 

 実施：取組における工程に着手した。（目標達成に向け取組中である。） 

準備・検討：目標達成に向け工程の検討、または着手のための事前準備を 

行った。（当初計画を見直し事業の再検討を実施した場合を含む）。 

基本方針 

分 類 
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未実施： 目標達成のための準備等も含め、取組みを実施していない。 

 

 イ 達成状況 

達成状況は、実施状況において令和元年度中に着手に至った取組みについて、行財政改

革大綱実施計画の中で定めた目標に対して現在の状況を示したものです。 

効果の高い取組みはその効果を維持できるよう、あるいは次の段階に向けて新しい取組

みを進めるなどの検討を進めていきます。また、効果の低い取組みについては、計画期間

に効果を引き上げられるよう、積極的な取組みを図っていきます。 

 令和元年度中の取組み（６６項目） 

  令和元年度中に計画の事業に挙げられた６６項目の最終目標に対する現在の値を度合

いとして示したものです。これらは、Ａ（１００％以上～８１％）が２６件、Ｂ（８０％

～６１％）が１０件、Ｃ（６０％～４１％）が７件、Ｄ（４０％未満及び判定不能）が

２３件となっております。 

  ４つの基本方針ごとの令和元年度達成状況は次の表のとおりです。 
 

 （1）市民

と の 協

働・地域

力の強化 

（2）持続

可能な財

政運営の

確立 

（3）効率

的・効果

的な行政

運営の確

立 

（4）機能

的 な 組

織・人材

づくり 

(5)適正な

公共施設

マネジメ

ントの推

進 

(6)情報発

信・ＩＣ

Ｔ社会へ

の対応 

合 計 

項目数 １５ １６ １０ １２ ７ ６ ６６ 

Ａ（１００％以上～

８１％） 
６ ８ ５ ４ １ ２ ２６ 

Ｂ（８０％～６１％） １ １ １ ３ ２ ２ １０ 

Ｃ（６０％～４１％） ３ ０ １ ２ １ ０ ７ 

Ｄ（４０％未満）及

び判定不能 
５ ７ ３ ３ ３ ２ ２３ 

 

基本方針 

分 類 
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２ ６つの基本方針ごとの取組状況 

（１）市民との協働・地域力の強化 

   地域課題の解決に向けて、市民やＮＰＯ等との協働事業の推進や大学との連携協定

の取組みなど、市民・自治会・ＮＰＯ・民間事業者・大学などの多様な主体と行政が、

それぞれの知恵や力、強みを活かし、防災や環境など様々な分野で連携・協力し、協

働によるまちづくりを推進します。 

また、町内会やまちづくり市民会議、地区市民委員会などの地域コミュニティへの

活動支援や活動を担う人材の育成などにより、地域の特性を活かした協働によるコミ

ュニティ活動の促進に取り組みます。 

これらについては、協働の担い手としての協働の意識を高めるための協働推進事業

の推進、市民活動団体の支援や、学校等との連携による市民ギャラリーの利用促進に

努めました。 

【令和元年度の主な取組項目】 

No. 項目 取組状況の概要 

１－１－２ 

協働推進事業の推

進 

協働の意識を高めるための「みんなで協働のまちづくりシン

ポジウム」、協働により市民ができる実践活動について協議す

る「協働のまちづくりワークショップ」、市職員の協働に対す

る意識改革を目指す職員研修、更には、市民活動団体の自主的

なまちづくり活動を支援する「協働のまちづくりファンド（ソ

フト）事業」などを実施する。 

令和元年度は、講師による基調講演、3団体による実践例の

紹介及び講師とのパネルトーク、市民団体 31 団体のポスター

セッションなど行った。 

参加人数：336 人 

達成状況：Ａ（目標値 310人） 

１－２－１ 

市民活動団体支援

事業の推進 

ＮＰＯセミナー及び交流会は、市内のＮＰＯ団体に企画・運

営を委託し、自身の経験談やネットワークを生かしたゲスト講

師の話などを行う。ＮＰＯ法人の活動紹介や法人経営の仕方な

ど講義するほか、ＮＰＯ法人の設立を考えている方、地域活動

に興味のある方とＮＰＯ法人など参加者同士のマッチングな

ど交流を行う。 

 市民活動情報サイト「こらぼの」の登録団体向けの講習会を

行った。 

登録団体数：144団体 

達成状況：Ａ（目標値 189団体） 
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１－３－１ 

美術系大学等との

連携による市民ギ

ャラリーの利用促

進 

近隣美術系大学等と連携し、学生及び若手作家による施設利

用の促進を図る。 

学祭 2019において、11日にわたり、市内高校のアート作品

や学校紹介ブースの展示会場となる。来館者 574人。 

 また、イラスト、油画、砂絵の若手作家延べ 4人、2件、９

日間の展示が行われた。来館者 690人。 

 なお、平成 30年度の土浦市展における学生（大学・高校生）

の出品点数は 9点であったが、令和元年度は市内・近隣の高校

に出品の呼び掛けを行い、出品数が 48 点に増加した（うち高

校生 42点）。 

 

来館者数：49,174 人 

達成状況：Ａ（目標値 32,000人） 

 

（２）持続可能な財政運営の確立 

人口減少・少子高齢化の進展により、社会情勢が急速に変化する中、将来にわたっ

て質の高い行政サービスを提供するためには、持続可能で安定的な行財政基盤の確立

が不可欠であります。 

そのため、真に必要な市民ニーズを把握し、事業の選択と集中に努めるとともに、

実効性のある財源確保の取組みを強化するなど、歳入確保と歳出削減の一体的な取組

みを推進します。 

また、将来世代の負担も考慮し、計画的な市債の発行や基金の活用、公共施設等の

適正な維持管理などに努め、健全で安定的な財政運営を図ります。 

これらについては、経常経費の適正化の推進による税配分の精査や、ふるさと土浦

応援寄付事業の推進ネーミングライツによる収入確保のほか、市税等の徴収強化に引

続き取組むことにより、歳入増加や歳出抑制の取組みを図りました。 

【令和元年度の主な取組項目】 

No. 項目 取組状況の概要 

２－１－１ 

経常経費の適正化

の推進 

大規模事業の推進に伴う施設維持管理費及び公債費の増や、

扶助費の増、消費税率の改正など経常経費の増加が見込まれる

中で、担当課への状況を説明し、経常経費の増加を抑制する。 

枠配分については、消費税率引上げがあったもののゼロシー

リングとし、実質的なマイナスシーリングによる抑制を図っ

た。また、経常経費については、必要性、緊急性を検証し、最

少の経費で最大の効果となるよう精査した。 

 

経常経費額：16,218百万円 

達成状況：Ａ（目標値 16,397百万円） 
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【令和元年度の主な取組項目】 

No. 項目 取組状況の概要 

２－２－１ 

ふるさと土浦応援寄

付事業の推進 

ふるさと納税制度において、寄附者に対し特産品等を返礼品

として送ることにより、寄付件数と寄付金額を増やし、財源確

保を図るとともに、地元特産品等を広くＰＲし、新たな販路拡

大など地域の活性化を目指す。 

ふるさと土浦応援寄附金をインターネットで受け付けるポ

ータルサイトの増設、返礼品の増加を図った。 

 

寄付金額の増加率：2018年度決算額の 247％増 

達成状況：Ａ（目標値 2018年度決算額の 10％増） 

２－２－５ 

市税収納対策の推進 

税負担の公平性の確保及び安定した行政サービスを提供す

るため、各種の収納強化対策や収納機会の拡大等により、自主

財源の確保を図る。 

 

【令和元年度市税収入状況】 

  収入済額 23,565,877千円（滞納繰越額 973,401千円）   

  収 入 率  95.3％（県平均 96.9％）  

  県内順位 ３７／４４位 

 

収入率：95.30％ 

達成状況：Ｂ（目標値 96.90％） 

２－２－７ 

ネーミングライツ事

業の推進 

市民会館のリニューアルオープン時及び市有体育施設を対

象に、ネーミングライツ事業を推進することで歳入の確保を図

る。 

①川口運動公園野球場（300万円）と川口運動公園陸上競技場

（50万円）に加え、令和元年度は市民運動広場（30万円）、水

郷プール（100 万円）南部地区運動広場（30 万円）、新治運動

公園野球場（50万円）と契約を行った。 

②土浦市民会館は令和 2 年 3 月 31 日付けで（株）クラフトと

ネーミングライツ契約締結により「クラフトシビックホール土

浦」の愛称となった。 

 期間：令和 2～5年度 

 命名権料：300万円/年（令和 2年度は 11ヶ月契約のため 275

万円） 

 

歳入：８３５万円 

達成状況：Ａ（目標値８００万円） 
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（３）効率的・効果的な行政運営の確立 

 市民の視点に立った行政サービスの維持・向上をより一層図るため、多様化・高度

化する市民ニーズや厳しい財政状況を踏まえ、必要性が低く、又は効果の少ない事業

を廃止するなど、事業の選択と集中に取り組みます。 

また、より良い市民サービスを提供するため、民間委託や指定管理者制度等の最適

な民間活力を活用した業務の効率化を推進します。 

さらに、地方分権に対応した行政経営が求められている中、市の施策を時代の変化

に応じて見直し、効率的・効果的な市民サービスの向上を図ります。 

   これらについては、時間外勤務の適正化の推進、公立保育所の民間活力の導入、朝

型勤務の試験導入等の取組み等により、効率的・効果的な行政運営を図りました。 

 

【令和元年度の主な取組項目】 

No. 項目 取組状況の概要 

３－１－２ 

時間外勤務の適正

化の推進 

2018 年度に策定した「時間外勤務の適正化に向けた取組方

針」に基づき、全庁的な時間外勤務の適正化に取り組むことに

より、長時間労働の是正及び労働生産性の向上を図る。 

時間外勤務について目標時間を設定し、各課で削減の努力を

進めた結果、基準年度比 4%の削減となった。 

 

時間外勤務数：125,802 時間 

達成状況：Ｃ（目標値 118,000 時間） 

３－２－２ 

公立保育所の民間

活力の導入 

「土浦市公立保育所の運営のあり方検討委員会」による検討を

行い、「公立保育所の民間活力導入の検討を進めることが必要」

との結論を得た。 

 2015年度に実施計画を策定し、2016年度から実施している。

前期計画で 6所、後期計画で 4所を対象としており、2020年

度は後期計画を策定し、後期の 4所について、それぞれ存続又

は移管の方向性を決定する。 

（移管済み保育所数：4、現在の公立保育所数：6） 

平成２９年４月新川保育所、平成３０年４月竹ノ入保育所、

平成３１年４月都和保育所、令和２年４月桜川保育所を民間へ

移管、令和３年４月新生保育所を民間へ移管予定。 

 

民営化所数：１所移管 

達成状況：Ａ（目標値６所移管） 

３－３－３ 

図書館の利用促進 

 2017年度の駅前移転に伴う利便性の向上や、市民の生活な

どに役立つ講座の開催など活発な事業展開により、図書館利用

者の増加に努める。 

・おはなし会（毎月開催 月平均開催回数：10回 延べ参加

人数：2,962人） 
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・講座、研修会（健康、法律、子育て、夏休み子ども講座など） 

・イベント（博物館特別展の講演会、絵本作家のトークショー、

図書館フェスほか） 

・図書の展示（月例展示、「きせつのえほん」展示、４階ロフ

ト展示ほか） 

 

利用者数：512,587人 

達成状況：Ａ（目標値 583,000 人） 

（４）機能的な組織・人材づくり 

社会経済情勢や市民ニーズの変化に迅速かつ的確に対応できるよう、所期の目的を

達成した組織の廃止や新たな行政課題に即応した施策に対応した組織の設置など、不

断の見直しを行い、市民にわかりやすく機能的な組織の構築に努めます。 

また、高度化・多様化する行政課題に対して迅速かつ適切に対応するため、職員の

能力・資質を最大限に活用出来るよう効果的な人材育成等に取り組みます。 

これらについては、職場内研修（OJT）の確立による人材育成の推進など、効率的・

効果的な行政運営を達成できるよう、各種の取組みを進めました。 

 

【令和元年度の主な取組項目】 

No. 項目 取組状況の概要 

４－１－２ 

定員管理の適正化

の推進 

2016 年度に策定した「第２次土浦市定員適正化計画」に基

づき、事業のスクラップ、業務の効率化等を進める一方で、新

たな行政課題等に迅速かつ的確に対応するための職員数の適

正化に努める。第２次土浦市定員適正化計画における令和元年

度の目標値は 1,018人であった。 

目標を踏まえて採用を計画したが、想定以上の入庁辞退や普

通退職により、総職員数が 1,009人にとどまった。 

 

総職員数：1,009人 

達成状況：Ａ（目標値 1,007人） 

４－２－１ 

外郭団体の見直し

の推進 

市と密接な関連を有する外郭団体について、団体の設立趣旨

や現在の社会情勢から求められる団体の役割を再確認し、今後

の事業展開と適切な組織について、見直しを行う。 

市の適切な関与のもと、市民ニーズに的確に対応し、人材育

成や組織の活性化を図る。外郭団体の１つである当課所管の土

浦市土地開発公社であるが、理事会において解散の承認を得る

ことができ、方向性を示すことができた。他の団体については、

所管課と検討をしていく予定である。 

 

団体数：６団体 

達成状況：Ｄ（５団体） 
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【令和元年度の主な取組項目】 

No. 項目 取組状況の概要 

４－３－１ 

職場内研修（OJT）

の確立による人材

育成の推進 

職場内研修（OＪＴ）は、業務に直結した実践的な教育を、

個々の職員に対して継続的に指導することができる最も効果

的かつ重要な人材育成の手法であることから、全庁的なＯＪＴ

の推進体制の確立を図る。チューター研修及び主任級職員 1部

研修、新任課長研修において、OJT推進マニュアルを使用した

研修を実施した。 

また、目標管理面談や育成面談の効果的な方法について人事

評価研修の中で取り上げた。そして、職場内での OJTの確認を

する機会となるよう、定期的な面談の場を設け、所属内で OJT

がより一層機能するように取り組んだ。 

 

職員アンケート回答率：72％ 

達成状況：Ａ（目標値 50％） 

（５）適正な公共施設マネジメントの推進 

市民が安心で安全に公共施設等を利用できるよう、適正な日常の維持管理や計画的

な保全による長寿命化を図るとともに、施設の統合や複合化などに取り組むことによ

り、適正な公共施設マネジメントを推進します。 

また、公共施設やインフラ施設が市民全体の貴重な財産であることを踏まえ、全市

的な視点に立ち、将来の健全財政や維持管理経費等も十分配慮した有効活用を図りま

す。 

これらについて、橋梁長寿命化修繕事業の推進等を実施し、所管課において各施設

やインフラの個別計画等を計画されており、計画的な管理・運営が推進されている。 

 

【令和元年度の主な取組項目】 

No. 項目 取組状況の概要 

５－１－２ 

橋梁長寿命化修繕

事業の推進 

市内の道路・河川・鉄道に架かる橋梁のうち、市が管理する

橋梁は 240橋あるが、近年は多数の橋梁が一斉に老朽化の時期

を迎えていることから、長寿命化修繕計画に基づき、計画的な

修繕・更新等を推進する。 

 これにより、今後想定される膨大な修繕・更新費用の縮減や

予算の平準化を図るとともに、施設を健全な状態で維持し、道

路利用者の安心・安全を確保する。 

土浦高架道及び国道六号 8号橋（都和跨道橋）修繕工事実施

した。 

修繕等を実施した橋数：２橋 

達成状況：Ｂ（目標値 30 橋） 
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５－２－２ 

公有地の有効活用

の推進 

統廃合などによって発生した公共施設の跡地については、有

効活用することで行政需要への対応を図る。 

また、不用と判断されたもの、低・未利用のものについては、

維持管理経費の節減や財源確保の上からも、個々の財産につい

て精査を行い、積極的な売却処分や貸付等を図る。 

担当課において用途廃止となり行政財産から普通財産に所

管替えされた市有財産を売払うことにより、財源の確保に努め

た。 

 

件数：8件（土地） 

延べ面積：447.21㎡    

売払い金額：5,824,100円 

 

売払い件数：8件 

達成状況：Ｂ（目標値 55 件） 

 

（６）情報発信・ICT 社会への対応 

市民等と行政が情報を共有するため多様な情報提供手段を活用し、市政情報やくら

しに関する情報を積極的に発信するとともに、市の知名度とイメージの向上を図るた

め、シティプロモーションを推進します。 

また、ＩＣＴを積極的に活用し、マイナンバー制度の適正な運用やマイナンバーカ

ードの活用などにより、市民生活の利便性の向上や業務の効率化によるコストの削減

や人口減少時代に対応した事務処理の効率化と市民サービスの確保を図る必要があり、

限られた人材と財源を有効活用するため、ＡＩやＲＰＡ等を検討し、現行のサービス

水準を維持向上する取組みを推進します。 

これらについて、災害情報発信力の強化推進等により市民を情報弱者にならないよ

うに市から可能な手段で的確な情報発信に努め、ＡＩ等の新技術導入の推進し、市民

サービス向上や業務の効率化を図っていく。 

  

【令和元年度の主な取組項目】 

No. 項目 取組状況の概要 

６－１－２ 

災害情報発信力の

強化推進 

防災行政無線、ＨＰ、安心･安全情報メール等の情報伝達手

段の充実と多重化を図り、迅速かつ的確な情報発信に努める。 

出前講座や広報紙等を通して、災害情報の受信方法につい

て、市民への周知を行った。 

防災用移動無線をＩＰ無線機に更新し、操作訓練を定期的に

実施することで、災害対応時の連絡体制を強化した。また、避

難所間の連携強化のため、開設担当職員とのＬＩＮＥグループ

を作成した。 
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メール登録者数：5,633 名 

達成状況：Ａ（目標値 7,500名） 

情報システムの共

同利用の推進 

情報システムを自庁舎で管理・運用することに代えて、セキ

ュリティレベルの高い外部のデータセンターにおいて、複数の

自治体が共同で管理・運用し、災害時等においてもネットワー

ク経由で相互にデータセンターの利用を可能にし、複数の自治

体の情報システムの集約と共同利用を推進し、システムの稼働

率の向上と保守業務等の効率的運用により経費削減、災害時に

おける運用及びセキュリティの向上を図る。 

平成２９年度より同一業者の情報システムを利用している

自治体間で共同利用についての勉強会を継続的に開催した。 

令和元年１０月に、土浦市を含む県内８市町村で情報システ

ムの共同利用に関する協定書を締結し、令和２年４月１日から

本格的に共同利用を開始した。 

 

経費削減率：５％ 

達成状況：Ａ（目標値５％） 
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３ 土浦市の現況 （参考） 

 （１）市債残高の状況 

      

区分 

平成２８年度 

 

平成２９年度 

 

平成３０年度 

 

令和元年度 

 

令和２年度 

（決算見込み） 

一般会計 67,952,757 72,384,093 71,480,697 71,561,246 71,890,867 

特別会計 25,848,382 24,492,225 22,635,002 21,429,353 2,261,058 

企業会計 5,673,541 5,543,723 5,587,207 5,564,408 24,110,813 

合 計 99,474,680 102,420,041 99,702,906 98,555,007 98,262,738 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算年度 

（単位：千円） 
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（２）財政指標の状況 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

      決算年度 

指標 
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

令和２年度 

（見込） 

①財政力指数 0.88 0.87 0.88 0.87 0.88 

②経常収支比率（％） 90.6 89.9 89.8 88.4 84.9 

③実質公債費比率（％） 3.1 4.3 6.1 4.8 6.3 

④将来負担比率（％） 69.6 83.3 69.6 53.1 48.7 
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※用語解説 

①財政力指数 

地方公共団体の財政力を示す指標で、基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合で、過去３ヶ

年の平均値です。数値が大きいほど財源に余裕があるとされ、１を超える団体は普通交付税の不交付

団体となります。 （財政力指数＝基準財政収入額／基準財政需要額） 

 

②経常収支比率 

財政構造の弾力性を判断する指標で、地方税・普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される

経常一般財源が、人件費・扶助費・公債費などの毎年度経常的に支出される経常的経費にどの程度充

当されているかの割合を示すものです。  

この数値が高まると財政構造が弾力性を失いつつあると考えられます。 

 

③実質公債費比率 

地方債制度が許可制度から協議制度へ移行したことに伴い、従来の起債制限比率に、一定の見直し

を行った新たな指標です。 一部事務組合の公債費への負担金や公営企業の元利償還金への一般会計

からの繰出し等を加え公債費相当部分を幅広くとらえています。  

この数値が１８％以上となる団体については、地方債協議制度においても、地方債の発行には許可

が必要となります。さらに２５％を超えると起債の一部が制限されます。 

 

④将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、これらの負債が将

来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標です。 

３５０％以上で早期健全化団体となります。 

 

 

 

 


